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●効率的な廃棄物処理・リサイクルの推進

●不適正処理の防止・適正処理の確保

●適切な役割分担による廃棄物の排出抑制

２．効率的な廃棄物処理・リサイクルの推進について

★手続きの合理化などを積極的に推進する。

①広域指定制度の積極活用

②再生利用認定制度の積極活用

③同様の性状をもつ物の施設許可取得は、一廃あるいは
産廃のどちらかの許可で可能とするなど

　④ダムの流木など処理困難性から市町村でうまく処理できて
いない事業系一廃について、個々に産廃へ振り分けていく。

１．廃棄物の定義に関して
①不要物全体を廃棄物としてとらえる。

②適正な管理がさなれ、有償取引きが確立しているものは
対象にすべきでない。

③｢リサイクル可能物｣と偽る不適正処理に対して、
行政調査権限を強化する。（不法投棄対策）

④ごく一部が有価であり保管などがぞんざいに扱われている
ものに限定して、保管基準の適用など事後処理対応を軸と
した管理を行う。（不適正処理対策）

制度見直しの目的を明確にした
取りまとめの構成に変更

内容

★廃棄物の定義と不投投棄対策を
切り離して考える方向

★リサイクル促進のための合理的
な規制であることを重視する方向

３．土砂の対応について

・汚染土壌について、汚染土壌対策法で的確な対応を行い、それで
対応できない場合には廃棄物処理法による対応を図る。

・公共事業で発生する土砂が多いことから、公共主体が土砂の
適正利用・処分を明確にする取組みが必要。

４．その他
・市町村が処理困難な物について
　拡大生産者責任の拡充の必要性が盛り込まれた。

・不法投棄対策の一環として優良処理業者や行政処分の
情報提供の検討の必要性が盛り込まれた。
・産業廃棄物行政に税の手法を位置付ける検討の場の設置の
必要性が盛り込まれた。

ごく一部が有価で、大部分が
ぞんざいに管理される物
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各種リサイクル法
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個別ﾘｻｲｸﾙ法
廃棄物処理法 中間取りまとめの

｢不要物以外の
リサイクル可能物｣

・業の許可
・施設の許可
・処理基準など

現行法

中間取りまとめ

専ら物
（古紙、ビン、金属屑、衣類）

現行廃棄物処理法による廃棄物

資源有効利用促進法
・指定省資源化製品
（自動車、家電、パソコンなど）
・指定再利用促進製品
（自動車、家電、金属家具など）
・指定表示製品
（缶、ペットボトル、容器包装など）
・指定再資源化製品
（小型二次電池、パソコンなど）
・指定副産物
（石炭灰、建設土砂・コンクリートなど）

使用済み資材、原料
（スラグ等副産物、製品端材など）

専門委員会
取りまとめ
（案）

不要物全体を廃棄物
適正な管理が
なされる有償物

基本スタンス

判断基準を明確に

産業界も参加した検討
の場を設けて推進

適困物指定を産業界との検討
の場を設けて国で選定


